
１ 
 

８期第１回さいたま市消費生活審議会 

期 日  令和 ２ 年 ８ 月２ １ 日（ 金 ）  

場 所  と き わ 会 館  ５ 階  ５ ０ １  

会 議 時 間   開 会  午 後 ２時 ００ 分  ～  閉会  午後 ４ 時２ ０ 分  

出 席 委 員  

会長  武藤  洋善  

委員  明石  順平   池 田 味 佐  川 端  博 子  

  豊 田 雅 裕  伊 藤  義 夫   須藤  喜弘  

  藤 野 恵    小 川  ゆ り   梅澤  貞雄  

中村  啓子   吉 田 江 里  

欠 席 委 員     嶋村  英雄   大 山 克 己  佐 藤  真 理 子  

日 程  

１  開 会  
２  委 嘱 状 交 付  
３  副 市 長 あ い さ つ  
４  委 員 自 己 紹 介  
５  会 長 選 出  
６  会 長 職 務 代 理 者 の 指 名  
７  消 費 者 被 害 救 済 部 会 委 員 の 指 名  
８  議 題  
（ １ ） 令 和 元 年 度 消 費 生 活 基 本 計 画 実 施 状 況 報 告 に つ い て  
（ ２ ） 令 和 元 年 度 消 費 者 教 育 推 進 計 画 実 施 状 況 報 告 に つ い  
   て  
（ ３ ） 令 和 ２ 年 度 消 費 者 教 育 実 施 状 況 調 査 結 果 に つ い て  
（ ４ ） 令 和 ２ 年 度 消 費 者 問 題 調 査 結 果 に つ い て  
（ ５ ） 第 ３ 期 消 費 生 活 基 本 計 画 の ス ケ ジ ュ ー ル に つ い て  
（ ６ ） そ の 他  
９  閉 会  

配 付 資 料  

・ 次 第 ・ 委 員 名 簿  

・ 座 席 表  

・ 資 料 １  令 和 元 年 度 消 費 生 活 基 本 計 画 の 実 施 状 況 報 告 に つ い  

  て  

・ 資 料 ２  令 和 元 年 度 消 費 者 教 育 推 進 計 画 の 実 施 状 況 報 告 に つ  

い て  

・ 資 料 ３  令 和 ２ 年 度 消 費 者 教 育 実 施 状 況 調 査 結 果  

別 添 :各 公 民 館 事 業 詳 細  

・ 資 料 ４  令 和 ２ 年 度 消 費 者 問 題 調 査 結 果  

・ 資 料 ５  第 ３ 期 消 費 生 活 基 本 計 画 の ス ケ ジ ュ ー ル  

・ 冊 子   令 和 ２ 年 度 さ い た ま 市 消 費 者 行 政 の 概 要  

傍 聴 人  なし  

会 議 録  別添 の とお り  

出 席 職 員  

市 民 局 長  

市 民 生 活 部 長  

（ 幹 事 ）  

消費 生 活総 合 セン ター 所 長  

（ 書 記 ）  

消費 生 活総 合 セン ター 副 参事  

消費 生 活総 合 セン ター 副 参事  

木島  泰浩  

織田  真由 美  

 

塚越  龍彦  

 

塚越  修  

関根  保明  
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 消 費生 活 総合 セ ンタ ー 所長 補 佐  
消費 生 活総 合 セン ター 所 長補 佐  
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８期第１回さいたま市消費生活審議会 会議録 

令和２年８月２１日（金） 

 

開  議（午後２時００分） 

 

○川上所長補佐 

〔開会のあいさつ〕 

会長選出まで事務局で進行。 

委員１５人中１２人出席で過半数に達しているため会議成立となります。「さいたま市附属機関

等の会議の公開に関する要綱」により原則公開で、会議の開催結果および議事録を作成し、各区

役所情報公開コーナーにて市民の閲覧に供するとともに、ホームページ上で公開いたします。 

 

○日野副市長 〔各委員に委嘱状交付〕 

 

○川上所長補佐 副市長より挨拶 

 

○日野副市長 改めまして、皆さんこんにちは。ご紹介いただきました、さいたま市副市長の日野

徹でございます。本日は、お忙しい中、また大変お暑い中を、この８期第１回さいたま市消費生活

審議会へご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。この度、当審議会委員へ委嘱をさせ

ていただきました皆様には、本市消費者行政をはじめとした市政全般へのご協力を賜り、心から

感謝を申し上げる次第でございます。今回の、この新型コロナウイルスの感染拡大や、度重なる

自然災害などへの影響は、市民の安定した消費生活へも暗い影を落とし、今後のトラブル増加も

大変懸念されるところでございます。このような事から、当審議会の担う役割の重要性は、ます

ます高まってきているところでございます。委員の皆様には、本市消費生活にかかわる諸課題の

解決に向けて、貴重なご意見、ご提言を賜りますようお願い申し上げまして、ご挨拶とさせてい

ただきます。どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

 

○川上所長補佐 公務が重なっているため、副市長退席 

 

○日野副市長 〔退席〕 

 

○川上所長補佐 委員自己紹介（委嘱状交付順に） 

 

○武藤洋善委員 皆さんこんにちは。武藤と申します。私自身が、今さいたまの大宮で弁護士の職 

務をやっています。今日は委員名簿で配布されておりますけれども、消費者問題との関係では、

埼玉弁護士会の消費者問題対策委員会に所属しておりまして、今現在その委員長を務めておりま

す。皆様どうぞよろしくお願いいたします。 
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○明石順平委員 弁護士の明石順平と申します。私は浦和で法律事務所に所属しておりまして、消

費者委員会で副委員長を務めております。よろしくお願いします。 

 

○池田味佐委員 弁護士の池田と申します。私は大宮のグリーンリーフ法律事務所というところで

働いております。私も先生方と同様消費者委員会に入っておりまして、その一委員として活動し

ております。よろしくお願いいたします。 

 

○川端博子委員 私、埼玉大学教育学部で生活創造専修といいまして家庭科の免許証を取得する学

生たちを支援しております。学識経験者の中に入っていてちょっとびっくりしたんですけれども

一生懸命やらせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○豊田雅裕委員 埼玉県消費生活支援センター所長の豊田と申します。昨年度からこの審議会のほ

うにはお世話になっております。さいたま市の様々な取り組みを知る機会があって、大変私も勉

強になっております。これからも精一杯務めさせていただきますのでどうぞよろしくお願いいた

します。 

 

○伊藤義夫委員 改めまして皆さんこんにちは。さいたま商工会議所の伊藤と申します。６期の途

中から委員を務めさせていただいております。少しでもお役に立てればと思っております。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 

○須藤喜弘委員 大宮ソニックシティの中におります埼玉県中小企業団体中央会の須藤と申しま

す。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

○藤野恵委員 こんにちは。消費者団体連絡会に所属しています生活クラブ生協まちづくり委員の

運営委員をしております藤野恵といいます。今回初めて委員を引き受けさせていただきました。

よろしくお願いいたします。 

 

○小川ゆり委員 さいたま市消団連の中のくらし探検くらぶに所属しております、小川と申しま

す。個人的には埼玉消費者被害をなくす会の最初の活動委員で、今も一応会員として毎年その総

会に参加させていただいております。よろしくお願いします。 

 

○梅澤貞雄委員 梅澤と申します。実は私、あるＮＰＯの理事をやっておりまして、環境、それか

らエネルギー、そんな関係の事をやっております。よろしくお願いします。 

 

○中村啓子委員 公募委員の中村と申します。去年長く勤めていた会社を定年退社して時間が出来

て少し色々な事を勉強してみようという事で公募して当選したということで皆様のお役に少しで

も立ちたいと思いますのでどうぞご指導よろしくお願いいたします。 

 

○吉田江里委員 一般公募で委員になりました吉田と申します。多分この中で最高齢かなと思うん
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ですけれどもさっそく高齢者の被害特別相談というチラシがありましたので何となく自分にも必

要かなっていうふうに思いますのでお声がけをさせていただきたいなあと考えております。よろ

しくお願い致します。 

 

○川上所長補佐 〔職員紹介〕 

 

○川上所長補佐 市民局長、市民生活部長におかれましては、このあと公務が重なっておりますの

で、ここで退席をさせていただきます。 

 

○市民局長・市民生活部長 〔退席〕 

 

○川上所長補佐 

〔資料確認〕 

〔会長選出〕 

  条例施行規則第３４条の規定により、「委員の互選により定める」ことになっていますが、いか

がでしょうか。 

 

○伊藤義夫委員 はい。 

 

○川上所長補佐 それでは伊藤委員、お願いいたします。 

 

○伊藤義夫委員 武藤委員さんを委員長に推薦させていただきます。武藤委員さんは６期から委員

をお務めになられておりまして、委員としてのご経験をしていらっしゃるという事でぜひ武藤委

員さんにお願いしたいと思います。 

 

○川上所長補佐 ただいま、伊藤委員さんから武藤委員さんとのご指名がございましたが、よろし

いでしょうか。 

 

○各委員 （異議なし） 

 

○川上所長補佐 ありがとうございます。それでは、武藤委員さんに会長をお願いします。会長席

への移動をお願いいたします。審議会の会議につきましては、条例施行規則第３５条の規定によ

り、会長が議長の職を務めることになっておりますので、以後の進行を会長にお願いしたいと存

じます。 

 

○武藤洋善会長 皆様改めてこんにちは。会長に推薦いただきました武藤です。先ほど簡単に自己

紹介させていただきましたけれども、私自身がこのさいたま市の消費生活審議会６期から委員を

務めておりまして、今回３期目ということになります。１期の任命期間２年ですので、ちょうど

４年終わって５年目という事になります。いずれ会長職が回ってくるかなということをうっすら
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感じておりましたけれども、改めて会長職を全うしていきたいと思っておりますので皆様よろし

くお願いいたします。この審議会ですけれども、今日の次第にもありますように、基本的にはさ

いたま市の消費生活基本計画というのがありまして、それに基づいてさいたま市が１年間その計

画に従ってどういう消費者行政を行っていただくかというご報告をいただく場にもなっています。

そのご報告内容に対して、皆様方それぞれの立場からやって、それぞれのご経験からさいたま市

消費生活基本計画に基づく消費者行政に対するご意見を、皆様の中で分からないことがあれば忌

憚なくご質問いただいたりという形で活発な議論をしていただければ幸いだと存じますので皆様

よろしくお願いします。 

議事に入ります前に、会長の職務代理者を指名しておきたいと思います。会長職務代理者は、

さいたま市の条例施行規則第３４条に「会長の指名する委員」と規定されております。今回、会長

の職務代理者を明石委員にお願いしたいと思っておりますが、明石委員いかがでしょうか。 

 

○明石順平委員 （承諾） 

 

○武藤洋善会長 ほかの委員の方々もいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 

○各委員 （賛同） 

 

○武藤洋善会長 続いて、条例施行規則第３８条に規定されております「消費者被害救済部会委員」

の指名を行いたいと思います。この消費者被害救済部会の委員については、この審議会委員の中

から、会長が指名するということとなっております。この消費者被害救済部会は、条例第３７条

に設置することが定められていますが、消費生活センターで受けた相談の中で、解決が困難であ

ると認められるものについて、あっせんや調停を行ってその事案の解決に導くと共に、調停が不

調になってしまった場合の消費者訴訟の資金援助についての適否の認定を行う組織になっており

ます。審議内容を考慮しますと、それぞれの立場から意見を述べていただくことが必要な組織と

考えます。また、迅速な調査審議ということが求められますので、人数は５名程度を考えており

ます。まず、救済部会の委員ですけれども、さきほど会長職務代理者を任命しました明石委員、そ

れから豊田委員、伊藤委員、藤野委員、梅澤委員の５人の方を、指名をお願いしたいと思います

が、今、お名前を呼びあげた委員の方々、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 

○各委員 （承諾） 

 

○武藤洋善会長 他の委員の方もよろしいでしょうか。 

 

○各委員 （賛同） 

 

○武藤洋善会長 では、この今申し上げた５名の方に、救済部会の委員をお願いしたいと思います。

この５名の委員には、この審議会のほかにも救済部会の委員の活動の方よろしくお願いいたしま

す。また、この救済部会のほかにも、適宜必要に応じた特定事項を調査審議するための部会を設
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置することがあります。その際には、改めて私の方で指名させていただきますので、その際には

他の委員の方々もよろしくお願いします。 

ここで、休憩とさせていただきます。この休憩の間に、先ほど指名をしました消費者被害救済

部会委員の方々には、別に席をご用意しておりますので、そちらにお集まりいただきますように

お願いいたします。それでは、消費者被害救済部会委員の皆様、こちらに席がございますので移

動をお願いいたします。 

 

【休憩】 

 

○武藤洋善会長 それでは審議会を再開いたします。事務局の方から消費者被害救済部会長につい

て報告をお願いします。 

 

○川上所長補佐 消費者被害救済部会長および職務代理者についてご報告いたします。消費者被害

救済部会委員の互選により、部会長に明石委員さんが選出されました。また、部会長職務代理者

には梅澤委員さんが指名されましたのでご報告いたします。 

 

○武藤洋善会長 では、部会長の明石委員から一言ご挨拶をお願いいたします。 

 

○明石順平委員 消費者被害救済部会長の明石です。職務に邁進してまいりますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 

○武藤洋善会長 明石部会長をはじめ消費者被害救済部会委員の皆様にはよろしくお願いします。 

〔事務局に傍聴者確認〕 

 

○小林主査 傍聴者なし 

 

○武藤洋善会長 了解 

〔議事録の作成委員の指名（事務局作成の議事録を内容確認し、署名・承認）〕 

会長のほか、須藤委員と、川端委員を指名 

 

○両委員及び各委員 承諾 

 

○武藤洋善会長 それでは、次第の議題(１)の「令和元年度消費生活基本計画実施状況報告につい

て」事務局よりご説明をお願いします。 

 

○消費生活総合センター所長 消費生活総合センター所長の塚越でございます。私の方から議題に

ついてご説明をさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

それでは、お配りしてあります資料１「令和元年度 消費生活基本計画の実施状況報告について」

こちらの方を開いてください。まず、こちらの報告をさせていただきます前に、「さいたま市消費
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生活基本計画」について、簡単にご説明をさせていただきます。消費者を取り巻く情勢の変化や、

国の動向に的確に対応するため、さいたま市では、平成２０年７月に制定した「さいたま市消費

生活基本計画」の見直しを行い、平成２６年４月に、令和２年度までの７年間を計画期間とする、

「さいたま市 第２期 消費生活基本計画」を制定しております。 

本計画は、「さいたま市消費生活条例」に基づくもので、市民の消費生活の安定及び向上の確保の

ため、各施策の総合的かつ計画的な推進を図ることを目的とし、市の消費者行政の基本指針とす

るものでございます。 

では、資料の説明に移らせていただきます。まず資料１の１ページをご覧ください。1 番目の

「調査・内部評価」でございますが、ここでの「調査」が、こちらの「基本計画の実施状況調査」

になります。各事業を行いますさいたま市の各担当課所に基本計画の施策の実施状況と、「内部評

価」の「１次評価」にあたる自己評価をそれぞれの各所管課で調査票に記入をしていただきます。

それに基づきまして、事務局である消費生活総合センターが「２次評価」という形で行いまして、

達成率に応じて星の数で、１つから５つまでの評価をしております。こちらの評価の内容につき

ましてはまた後でご説明をさせていただきます。そして、項目ごとに成果を検証しまして、課題

や方向性を記載しております。 

２番目の「審議会報告」、（検証）となっておりますが、こちらはちょうど今日の審議会というこ

とになります。２番目の審議会報告は、実施状況調査のとりまとめた結果と、内部評価を審議会

に報告をさせていただきまして、審議会にて検証をしていただくものでございます。本市におけ

る消費者行政に関する施策の実施状況を全庁的、全市役所的に把握いたしまして、取りまとめた

結果を審議会に報告し、審議会としてのご意見やご指摘をいただくことになります。審議会が、

事業の内容等について確認の必要があると認めた場合につきましては、市役所の各事業担当課所

は、資料の提出やヒアリングによる質疑応答を実施いたす、ということになっております。 

３番目に、審議会での検証の結果を、庁内の連絡会議、この連絡会議というのは各所管が集ま

って協議する場でございますが、その庁内連絡会議にフィードバックをいたしまして、次年度以

降、現在ですと令和３年度以降の施策に反映させるための改善や見直しを検討していく流れにな

っております。そして最後に、その改善や見直しを行った施策を各所管で実施していくというも

のでございます。 

続きまして２ページへ移らせていただきます。２ページには、今まで説明した流れをまとめた

ものと、内部評価の方法の詳細を記載しております。特に評価基準ですが、内部評価としてＡ、

Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、それから横線と、こちらにそれぞれ評価基準を記載しております。こちらが各所

管で書いていただく内部評価、自己評価です。 

そして今度、その評価に従って２次評価として今度は事務局、消費生活総合センターで評価を

いたします。これが〇、×、それから横棒ですけど、達成しているか、未達成なのか。そしてこれ

に１次評価を加えて最終的に星５から１までのそれぞれの達成率、これの割合をベースに評価を

最終的にするということになります。 

続きまして３ページをお願いいたします。こちらは、４ページ目以降に具体的な調査結果、事

業ごとの調査結果を一覧表にまとめたものでございます。先ほどお示しいたしましたとおり、一

番右側に星の数が書いてあると思いますが、一昨年度の３０年度の評価と昨年度の令和元年度の

評価という事で、それぞれの基本的方向の項目ごとに達成度を見るための星をつけてございます。 
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それでは、３ページ目の令和元年度の基本計画の実施状況について報告させていただきます。

表の一番下をご覧ください。計画全体といたしましては令和元年度の評価は星が３つで、「おおむ

ね取り組まれている」となりました。平成３０年度においても星３つでしたので、今後令和３年

度以降星４つに評価が上がるように取り組んでまいりたいと考えております。 

表の左端に（１）から（４）まで書かれた、４つの「基本的方向」の各項目の「（計）」の欄でご

ざいますが、３項目が星３つ以上の評価となりました。まず第１項目の欄でございますが、「(１)

消費者の安全・安心の確保」という大きな枠の中で①から③までの、こちらに書いてあります中

の①③においては、星５つの「特に優れて取り組まれている」ということになりました。 

一方で、「(１)消費者の安全・安心の確保」の中の「②生活環境の安全対策の推進」、「(２) 自立

した消費者の育成」の中の「①生涯にわたる消費者教育の推進」、「(４) 消費者意見の反映の促進」

の中の「①消費者、事業者及び市による協働の促進」、「②事業活動、市の施策への消費者意見の反

映の促進」では、星２つの「さらなる取り組みを必要とする」となっておりまして、取り組みの強

化が求められるところでございます。 

続きまして、４ページに移らせていただきます。４ページ以降につきましては、施策ごとの詳

細な調査・報告結果となっております。こちらは詳細の資料となりますので、本日は時間の関係

上、こちらの内容をすべてこの場で説明することは難しいですが、この中から基本計画において

施策の展開の重点の１つにさせていただいている、「高齢者等への支援の強化」をピックアップし

て説明をさせていただきます。 

３ページに戻っていただくと、「（３）消費者被害への機動的な対応」の２番目の項目に「②高齢

者等への支援の強化」というものがございます。こちらは１４の施策があって、1次評価では、つ

まり所管が示してきた内部評価ではＡが６施策、Ｂが７施策、Ｃが１施策でございます。２次評

価、事務局で評価したものは○が１１施策、×が１施策、これにより達成率９２%ということでご

ざいますので、星４つの評価となっているものでございます。 

では資料の１２ページをご覧いただけますでしょうか。１２ページの表の下の方に「②高齢者

等への支援の強化＜重点＞」と書かれた項目がございます。その下に施策の番号として８８番か

ら１０１番までの１４個が具体的施策になっています。 

例を挙げますと、施策番号８９番、こちらの「具体的施策の内容」が「高齢者と障害者への新

聞、ラジオなどを通じた消費生活に関する情報提供」でございまして、「数値等評価基準」が「周

知を行う回数(１０回以上)」となっております。「令和元年度実績」につきましては高齢者被害特

別相談についての記者発表、今日後ほど説明させていただきますがチラシを配らせていただきま

した。それからセミナーや消費生活展等のイベント案内、具体的にあった相談事例等について、

ラジオ番組、これは浦和レッズＦＭ、コミュニティＦＭで放送しているものでございますが、そ

のラジオ番組による情報提供を１２回、月に１回行ったということで、１次評価の達成度がＡ、

２次評価が○となっております。 

続きまして、１３ページをご覧いただけますでしょうか。施策番号９２番「具体的施策の内容」

が「高齢者に日頃接する人への啓発・教育の実施」で、「数値等評価基準」が「啓発情報の発信、

出前講座の開催、意見交換会の回数」これが２０回以上となっております。「令和元年度の実績」

につきましては、啓発情報での発信８回、出前講座の開催が民生委員やケアマネージャーのほか、

地域包括支援センターや、自治会等の皆様に対して４１回、事務局と地域包括支援センター、そ
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ういった方々との意見交換が１回実施されましたので、１次評価の達成度がＡ、２次評価が○に

なっております。 

一方で、１３ページの施策番号９４、内容が「高齢者を守るために、市内４９地区の社会福祉協

議会を単位として高齢者地域ケア・ネットワークを構築」するというものでございます。「第１段

階として会議の開催、第２段階として見守り活動の実施」をするという内容ですが、評価の基準

が、「地区社会福祉協議会を単位とした「高齢者地域ケア・ネットワーク」が、市内の全４９地区

において構築されることを目標とする」となっております。実際の元年度の実績がネットワーク

を構築した地区社会福祉協議会数については４８地区、１地区足りなかったという事で、これに

より１次評価の達成度がＢ、２次評価は、達成できなかったという事で×となっております。 

なお、昨年１０月の台風１９号、猛威を振るっております新型コロナウイルス感染症の影響で

昨年度やむなく事業を中止したものについては、こちらの表の「達成度による評価ができないも

の」として、２次評価は横線が引いてあるものとなっております。例えば１３ページの施策番号

９１番、こちらの２次評価は一番右側に横の棒線が入っております。内容は、「消費者の意識啓発

と知識向上のため、消費生活セミナーの実施」というものでございますが、理由欄に書いてあり

ますとおり新型コロナウイルス感染症拡大に伴いセミナーを３回できませんでした、というもの

がその一例でございます。 

このような形で施策番号８８番から 1０1 番の「高齢者等への支援の強化」の施策の１次評価、

２次評価を集計したものが、先ほど説明をさせていただきました３ページの表に表され、達成率

に応じた星の数を決めているものでございます。 

他の施策につきましても同様の仕組みで評価をしておりまして、その他の詳細につきましては

こちらの資料でのご確認をお願いしたいと存じます。 

また、補足といたしまして、６ページの施策番号１４番、施策の内容が「一定条件を満たす戸建

て住宅等に対する耐震診断費用の助成」とあります。元年度実績に「令和元年度末の住宅耐震化

率 現在集計中」とありますが、担当の建築総務課に確認をいたしたところ、集計結果がまとま

っておりまして、９２.５％という回答がございました。１５番１６番の同様の事業でございます

が、いずれも９２.５％ということでございます。 

以上が令和元年度消費生活基本計画の実施状況でございます。これにつきまして、委員の皆様

からご意見・ご指摘等を承りたいと存じます。では、よろしくお願いいたします。 

 

○武藤洋善会長 事務局から令和元年度消費生活基本計画の実施状況報告について説明していただ

きましたけれども、内容全体について、ご質問、ご意見ありましたら、挙手をした上でお願いい

たします。では小川委員お願いいたします。 

 

○小川ゆり委員 詳しくありがとうございました。私も個人的にくらし探検くらぶで消費生活展と

に毎年参加させていただいておりまして、５１番になるんですけれども 9 ページ目の、これは他

の表にもありましたが昨年度は消費者団体などの活動支援のためのという項目、５１番ですね、

さいたま新都心のコンコース、駅のコンコースで、消費生活展、大変好評でやっておりますが、こ

れはなくなったんですけれども幸いにしまして令和２年１月２６日にプラザウエストさんで行わ

れます桜区のフェスティバルにおきまして私共の団体、私自身は行けなかったのですが参加させ
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ていただきまして、本来展示させていただけるはずであった展示とクイズラリー、ここはお子様

のバンドですとかそういうダンスチームが参加しているとても賑やかなフェスティバルでござい

まして、同じくらいの効果を上げているということでとてもいいアレンジをしていただきました。 

それからあと２つあるんですけれども、先ほど耐震化とその工事に対する補助制度の施策とい

うことで９２.５％の達成率という事でございますが、実は２年前に昭和５３年に親が建てた家を

壊しまして、立て直しをしまして、この耐震基準の検査と、それから古い耐震基準前の家を壊し

て、建築基準に沿ってちゃんとしたものを建てると、取り壊し費用で６０万円の最高額が受けら

れるというシステムでございますが、これ毎年補助の額が枠の中で管理するものという事で、こ

れは年度をまたいでの申請が出来ない仕組みですよね。市の方の検査を受けてから建物を壊し、

土地をならして、立て直しを始めて、翌年の１月３１日までに家を建て上げて報告をしなければ

いけない、ということですので、そうなりますと家というのは４か月くらいの期間がかかります

し、取り壊しにも１ヵ月位の期間がかかりますので４月から申請をし、現地を視察していただく

にも順番待ちで１ヵ月ほど時間がかかり、それから取り壊しをし、ということになりますと、６

ヵ月ぐらいは最低、場合によってはかかるということですので、それで年末までに家を建てると

なると申請は５月６月７月くらいまでにした方のみしかこの耐震基準の申請は出来ないというこ

とで、私共、９月ごろ、秋過ぎに申請にうかがって話を聞きましたらこれはとても間に合わない

という事で担当の方がこれはおやめになってと、これはどうしようもないんでしょうけどこのま

まですと来年も申請の枠は結構残っていますと伺ったんですが建築課の方で、これはたぶん申請

したくてもできないという事をちょっと感じました。 

それから最後ですけれども、中学とかの家庭科とかでインターネットの事をやるという時間が

あるんですけれども、今中学の家庭科ってたぶん週２時間程度しかないのではないかと思うんで

すが、家庭一般の事ですとか、食の事ですとか、家庭経済の事ですとか、それからインターネット

とかワードですとかエクセルでいろいろ全部やるとなった時に、いまＳＮＳ、フェイスブックと

かインスタグラムとかは１３歳から登録して全部自己発信できるんですけれども、そのワードで

文章を打つ練習をしている段階というよりは、ＳＮＳで揉めておりますけれども、高齢者も大事

ですが中学生に対してまたは小学校６年生でもＬＩＮＥは４人に１人位はやっている、中学生に

なれば、４人に３人がＬＩＮＥをやっている時代ですが、もう少しこれは何とかした方が良いの

ではないかと痛感している状況です。 

 

○武藤洋善会長 小川委員の方から、まず施策番号１５番ですね、６ページ目ですけれども、耐震

基準の助成制度に関して、いわゆるその年度内に申請をして完成しないと受けられない、そうい

う制度を前提にしてしまうと助成制度の利用件数というのがそれ自体制限されてしまっているの

ではないかとその点についてのご質問という事と、あともう一点が小学６年生とか中学生の方た

ちが実際にパスワードを使ってＬＩＮＥとかやっている現状、小学生とか中学生に対する対処で

すかね、その点ついてのご質問がありましたけれども、それについて事務局からご説明あります

でしょうか。 

 

○消費生活総合センター所長 お答えになっているかどうかわかりませんが、分かる範囲でお答え

させていただきます。まず耐震化につきましては、小川委員さんのおっしゃるとおり、おそらく



１２ 
 

大変市民の方も関心が高いし、期待が大きい所もあるのだと思います。ただ色々不備な点は、も

しくはなかなか便利でないところがあるかもしれませんが、９２.５％で、あともうちょっととい

うところで市民の皆さんの期待に応えられるような１００％に近い形まで届きそうなところまで

来ておりますので、またそういったところ市民の方ご要望がありますよというところは建築総務

課ですかね、所管のところにフィードバックという形でさせていただこうかと思います。それか

らＬＩＮＥ、ＳＮＳ、そういった媒体を使ってのという話がありましたけれども、確かにお子さ

んたち、今は小さなお子さんからそういったものに大変関心があります。消費生活総合センター

としては、いろんなそういう媒体を使って成人年齢の引き下げとかそういった悪質商法に若い人

達が巻き込まれるというケースも想定しておりますので、そういったＳＮＳも活用して安心安全

な消費生活の有力な媒体ということを目指していきたいと思っております。以上です。 

 

○武藤洋善会長 よろしいでしょうか。 

 

○吉田江里委員 吉田と申します。施策の中で例えば８４番なんかは消費者トラブルの解決ってこ

とで、これだけ解決したんだよっていうパーセンテージが出ていると思うんですけど、他の啓発

活動が出てきても、今回ですね例えば何回開いたよ、何度も使ったよっていうのは出ているんで

すけど、さいたま市には本当に多くの人がおりまして高齢者にかかわらず沢山いるわけですね。

どこまで浸透しているかっていうのをどのようにして測るかっていうのがここからは見えてこな

かったっていうのがひとつの疑問なんですが、送られてきた資料を見てみてどこまで浸透してい

るのかなっていうのが全然分かりませんでした。それを調べる方法っていうのをお考えになって

いるのかどうかというのが一つ。それとあと家庭科の中で消費生活についてもカリキュラムもち

ゃんとできていて、教科書の方も小学校１年２年から出ていたっていう今探したんですけども場

所はちょっと見つからなかったんですけども確かに教科書に出ていると思うんですね。子ども達

は小学校１年生から教科書のカリキュラム通りに家庭科の中で習っていると思うんですけれども

それだといつもの先生がいつものように教えているからインパクトがないっていうか、ですから

私が思うには外部講師の人に例えば１年にいっぺんでいいからこういう問題があった時にはここ

に相談するんだよっていう電話番号をしっかりと教えるような全体集会みたいなところで外部講

師が教えた方が効果的なんではないかなと。消費者被害って被害にあうのは仕方がないと思うん

ですね。それは誰でもちょっとした隙があれば被害にあいます。だけど被害にあった時もその後

も展開の素早さっていうのが必要になってくると思うんですね。弁護士さんにご相談するにして

も早ければ早いほど被害が少ない訳ですよね。ですからそういった事を考えてそれは家庭科の中

で教えると多分子ども達は流れていってしまう、記憶に残らないと思うんですね。ですから１年

にいっぺん外部講師の人に例えば高校生だったら１年、２年、３年合わせてでも構わない、全体

集会で中学でも構わない。さすがに小学校は１年から６年だと年が離れすぎちゃうと思うんで例

えば１年２年、３年４年、５年６年とかまとめてそういったような全体集会を入れた方がそれで

そこに必ずここに連絡すればなんとか対応してくれるんだよってそういうのを教えてあげた方が

もっと効果的ではないかなってこの資料読んでてそう思いました。どうなんでしょうか。 

 

○武藤洋善会長 事務局の方からご説明お願いいたします。 
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○消費生活総合センター所長 例えば市民意識調査というさいたま市の取り組みがありまして、そ

の中で消費生活センターを知っているかと、また今度まだ始まってはいませんけども総合振興計

画の指標としてそういった消費生活センターの取り組みについて市民の皆さんの方からという事

が来年の夏、新しい計画が盛り込まれる予定でございますので、それが具体的に何パーセントに

なるのか今後具体的に示していきたいと思いますのでよろしくお願いします。それと家庭科の授

業は大変学校の先生にご協力いただきまして忙しいカリキュラムの中大変ご尽力いただいている

ところでございます。それに併せて消費生活総合センターでは出前講座という事で市内の中学校

に出向いてその時に消費生活相談員さんが講師となっていると思うんですけどもそれから中学２

年生とか２０２２年の成人年齢の引き下げを意識してそういったところに出向いて講座を実施し

ております。そういった取り組みもこれから引き続きやっていきたいと思っております。そうい

った被害者を少なくすると積極的に取り組んでいきたいと思っております。以上です。 

 

○武藤洋善会長 よろしいでしょうか。中村委員お願いします。 

 

○中村啓子委員 先ほど吉田委員の言われたようにその各事業の指標として数値目標が挙げられて

何パーセント達成したっていうような事で事業評価言われているんですけれども、アウトプット

の例えば出前授業何回やりましたとかいうのは確かにカウント出来るんですけど、アウトカムと

いうか効果っていうのをやはりどういうふうに捉えて消費者ないしは市民の方がより良いスマー

トな自立した消費者となっていくか、それは長い目で見れば税金の効率的な使い方になるかと思

うんですけども、そういうアウトカムというかアウトプットだけではなくて、そっちの方も考え

ながらやっていくといいのかなと思うんですけども。言うのは簡単だけどなかなかアウトカムの

指標を作るのは難しいので、私も前の会社で死ぬほどやった事があるんですけども、アウトプッ

トはやりやすいけどアウトカムについても今後どれかケーススタディか何かで４つの項目がある

んだったらそこから一つでも二つでも選んでトライアルしてみていってもらうと数字だけではな

くてこういうような効果とか、３年後５年後、例えば小学生だった子供が中学校高校になって自

立的な考えで詐欺に引っかからないとか、引っかかってもすぐ対処出来たりとか、高齢の男性が

うちに閉じこもって、大体男性が孤立するんですけども、そういうその騙されたとかっていうの

もすぐ警察に行ったとか、騙される前に立ち止まるとかそういう意味で犯罪の抑止効果っていう

のも生まれてくるかと思うのでアウトプットだけではなくてそういう効果効能というのも少し考

えていって消費者生活の向上っていうのを図ってもらえればいいかなって思いました。以上です。 

 

○武藤洋善会長 中村委員からご意見いただきました。これ今もこれまでの審議会の中でも何度か

ご意見いただいた経緯からして実際に評価っていう意味で言うとこの表の中にあります数値等評

価基準というのがあって、その評価基準に対してどれ位達成出来ているのかという事で市の方で

は評価として示していただいている。ただこれまでの審議会でも議論ありましたが、実際には例

えば今回８０％９０％１００％の達成率ですというところがあっても実際に消費者被害はどれだ

け減っているのかどれ位効果が出ているのかというところはまた別の問題というところもありま

す。なかなかその効果の部分についてどういうふうに評価をしていくのか、どういうふうに目に
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見えるような形でやっていくのかというところが意外と難しいところもあるかと思いますが、今

中村委員がおっしゃったようにただ講座回数を何回やりました、それで達成率何％ですという事

だけではなくて、それによってどれ位の効果が得られているのか見える見えないは分かると思う

んですがそこらへんは極力目に見える形で反映していけるといいのかなと私自身も思っておりま

す。あくまでご意見という事ですので事務局の方からお願いします。 

 

○消費生活総合センター所長 こちらのお示ししておる数値ですが、年度というところで区切って

おりますので、なかなか効果測定というのが年度をまたいで５年１０年長いサイクルで見ていく

事も必要かと思います。それをなかなか具体的な数値で表すというのは大変苦心しているところ

ではございますが、なるべく確かに中村委員さんおっしゃった事は良くわかりますので、そうい

ったものをなるべく見つけられるように努力していきたいと思います。以上です。 

 

○武藤洋善会長 他の委員からご質問…梅澤委員お願いします。 

 

○梅澤貞雄委員 施策番号の６０、ごみの減量にかかるものですね。そもそもの基本的な話なんで

すけども、さいたま市でごみをこういう形で分別するんだよという事は決まっておるのかもしれ

ませんけれども現実問題として例えば家庭から出るごみ、それから私実は大宮アルディージャの

ボランティアをやっておりまして、ＮＡＣＫ５スタジアムで分別されるごみの分別の仕方が違う

んですね。このへんは統一しないと例えばもし基準があるのであればそれはもうちょっと徹底を

しないと例えば危険物の中に資源ごみが入っているとか、生ごみの中にみんな入れちゃうとかそ

ういうご家庭が非常に多いような気がします。これはＮＡＣＫ５スタジアムでかなり厳密にされ

ています。だからどっちがいいとかいうのは別にしまして統一されてる方が良いんではないかと

いう事を、ここに排出抑制、それから分別の徹底を図るという事を書かれてあるんですけれども

どの程度までされているのか。それからちょっとよく分からないんですけども、もうちょっとは

っきりと分別の方法というものを周知された方がいいのかなと思います。これは意見です。よろ

しくお願いいたします。 

 

○武藤洋善会長 事務局の方でご説明等ありますでしょうか。 

 

○消費生活総合センター所長 消費生活の中で環境問題というのは大きな部分占めておりますので、

環境局の方にそういったご意見があったということをフィードバックさせていただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 

○武藤洋善会長 他の委員の方は。伊藤委員お願いいたします。 

 

○伊藤義夫委員 個別の質問なんですけど８ページの施策番号３９番になります。評価基準なんで

すけども消費生活講座１５回以上開催というページになっているんですけども実際には１２回し

か出来なくてという事なんですけど、これは実施の目標という中では充実させますという位置づ

けになっていると思うんですけども先ほどのコロナの影響で事業等が出来ないというお話があっ
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たんですけども、理由にはコロナの影響という事が書かれてないですが、そういったものが影響

しているのかあるいは他に何か理由があるのかお伺いしたいと思っております。それと１３ペー

ジ９８番。事業の方向性がＦっていう事は廃止っていうことだと思うんですけど、記憶違いだと

恐縮なんですけど昨年も同じようなＦっていうような記述になっていたんじゃないかと思います

が２年続けて廃止という事になっていますが所管課さんの方から何かお話を聞いているのかどう

かお伺い出来ればと思います。以上です。 

 

○武藤洋善会長 では事務局の方からご説明をお願いします。 

 

○酒井所長補佐 相談支援係です。最初の３９の出前講座の方なんですが、特に新型コロナウイル

スの影響ということよりも出前講座全般がそうなんですけど、出前講座が出来るという周知が先

ほどご意見賜りました小学校、中学校の先生にしたりはしてはいるんですが、どうしても相手か

ら申し込みがあって行くという事で結果的にこの専門学校とかそういったところが少なかったと

いうのが事実です。自治会とか公民館で高齢者を対象にやりたいと申し込みはいただくんですが、

なかなか学校からの申し込みが少なく、毎年小学校、中学校の教頭会などの場に赴きまして、そ

ういった事が出来るよとＰＲはするんですが、どうしても受け身になってしまうのでその結果、

数はそういった若い世代のところにはあまりなかったというのが実際です。ただ、高校について

はもうちょっとインターネットを使って配信するとかそういう授業で使えるコンテンツを作った

りとか今こういう時代なのでその辺は考えていますのでよろしくお願いします。以上です。 

 

○消費生活総合センター所長 よろしいですか。あともう一つ。すいません、具体的な中身は所管

に確認をしてるところですのでフィードバックのときに確認していきたいと思います。よろしく

お願いします。 

 

○武藤洋善会長 他の委員の方からいかがでしょうか。なければ私の方から質問と意見です。まず

７ページ目の３５番なんですけども、「学習指導要領に基づく消費者教育を推進」という施策の内

容で評価基準が挙がっていて、令和元年度の実績のところで第一段落のところで「すべての市立

小中学校おいてやりました」と。令和元年度は中学校３校１１学級で高等学校２校が出前講座を

活用し授業を行いましたと。その下に細かく実績の内容を書いていただいていて、達成度がＢに

なっているんですが、実際に中学校３校１１学級それから高等学校２校に対して出前講座を行っ

たという何校に対して行ったという部分の他にもこの下に書いてある補足の実績説明を踏まえて

あげてＢという評価になっているのかどうか。評価基準の関係でなぜＢになっているのかという

のが 1点目です。 

それから２点目は次の８ページ目の３８番。４４番あと４８番あたりですかね。全体的に絡ん

でいるんですが、「消費生活に関する図書・ビデオの貸出による授業での活用」という施策の内容

になっていて、評価基準は「貸出申込があっての活用のため設定はできません」というそこは想

定内かなと思います。実績としては「令和元年度は、学校に対し、ＤＶＤ６件の貸出しを行いまし

た」という結果になっていて、これ私個人的に思っていることなんですがＤＶＤのソフトってい

うのはいわゆる申し込みがあって実際にそのソフトを郵送なりで届けてあげてやってらっしゃる
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と思うんですが、ＤＶＤの物自体を借りるっていう時に申し込みをしてそれが送られてきてそれ

を使ってまた返却してって流れだと思うんですが、なかなか今コロナの影響もあってオンライン

とかがだいぶ普及してきているような状況下の中で申し込みをしてＤＶＤという媒体を借りてそ

れを使ってまた返すという手間のかかる作業ではあるので、ここらへんを当然市の予算等もある

と思いますが、いわゆるコンテンツなんかを使ったりしてオンライン方式で配信とか出来れば、

例えばインターネットなんかで申し込みをして、ＤＶＤに収録されている内容をオンラインで配

信出来るみたいなやり方が出来るともう少し貸し出しというか利用件数が増えていくんじゃない

かなと思いますのでそこらへんはもうちょっと今後の施策に反映していただけるといいのかなと

思いました。こちらが意見です。あとは他の委員の方から質問していただいたので一応私の方か

らは以上になりますので事務局の方からご説明いただければと思います。 

 

○小川ゆり委員 すみませんもう１回いいですか。 

 

○武藤洋善会長 小川委員お願いします。 

 

○小川ゆり委員 ＤＶＤの項目を私も開いてみたんですが、ＤＶＤの表紙しか出てこないんですね。

たぶん皆さん映画とかご覧になる時にはそこに内容がこうですって説明が簡単な説明と写真が付

いていたりショートバージョンが出てくるんですね。申し訳ないんだけども表紙で題名とこれだ

けでは中がどうなっているのかよく分からない。だから少なくとも動画が無理でも出だしこんな

キャラクターがとかこういう人が来てとかこういう内容を話すというような紹介がないと申し込

めない。それからさっきの３５なんですけど、ここにスマホナビゲーターとかを説明のところに

書いてあるんですね。皆さんにＷｅｂで見てもいただくようにしましたとか書いてあるのでわか

りますでしょうか。３５番の真ん中のところあたりに２７年の５月から学習サイトのスマホナビ

ゲーターというのがあるんです。それ開いてみましたらこれ結局フェイスブックというものがあ

りますという程度の説明しかなくて、先ほど言ったように１３歳から使うのにフェイスブックと

いうものがありますというようなスマホナビゲーターがもう遅いのではないかと。高等学校でイ

ンターネットは安全にというのは遅いのではないかという感想があります。 

 

○武藤洋善会長 今のを踏まえて事務局の方からご説明をいただければと思います。 

 

○消費生活総合センター所長 最初のご質問なぜＢ評価なのかという内部評価的なところもありま

すので詳しく所管に聞いてまた後日の回答とさせていただければと。よろしいでしょうか。それ

から関連してもっとＳＮＳ、ＬＩＮＥの活用とのことでしたので、今後研究をさせていただきま

してもっと積極的に活用できる方策について検討させていただければと思います。それからＤＶ

Ｄの活用についても確かにただ待っているだけではなくて、積極的に紹介したりしているところ

ではあるんですけども、確かになかなか貸出し、おっしゃるとおりこういうご時世でもございま

すし、なかなか借りてくれないというところもありますので、今も難しいところもありますがも

っと積極的に利用していただけるようにもっと知恵を絞っていきたいと考えております。 
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○武藤洋善会長 今はスマートフォンとかインターネットとか普通に普及している時代ではあるの

で、そういう意味ではそういったツールを使って逆に消費者の方からこういった啓発するような

ＤＶＤそのものでなくて、ＤＶＤの内容ですよね、そういった物は逆にアクセスのしやすさとい

うのを少し追求していった方がいいかなと思います。他に議題１についてよろしいでしょうか。 

 

○川端博子委員 今、学校っていうのは一括で子ども達に色んな事を教えられてとても良い場所だ

と思うんですけど、ただコロナの影響によりまして例えばここに学校で３２４人が受けましたと

かって書いてあっても今はその３２４人を一堂に会して集めることが出来ない状況なんですね。

そうしますとやはりどうしてもオンラインとかっていう事がいいとは思わないんですけども、や

っぱり時代がこの年度末から大きく変わっている状況の中でまたきっと新しい芽が出てくるだろ

うと思うんですけど、やはりこういう公共の立場からもっとオンラインとか電子化された状況っ

ていうのを検討していっていただきたいなと皆さんのご意見を聞いて感じた次第です。意見です。

以上です。 

 

○武藤洋善会長 議題(１)については以上とさせていただきます。続きまして議題（２）の「令和元

年度消費者教育推進計画の実施状況報告について」事務局からご説明をお願いします。 

 

○消費生活総合センター所長 それでは議題２「令和元年度消費者教育推進計画の実施状況報告」

について説明させていただきます。本市では、平成２９年３月に消費者教育推進計画の策定を行

い、平成２９年４月から計画期間が開始しております。「消費者教育推進計画」は、「消費生活基本

計画」を補完するものであり、「第３期消費生活基本計画」では、この２つの計画を統合して１本

化という事で進めてまいります。 

それでは資料２の１ページ目をお願いします。１番目の進行管理の説明ですが、先ほどの基本

計画と内容が重なりますので割愛をさせていただこうと思います。 

続きまして２ページ目をお願いします。こちらも先ほどの基本計画と評価につきましては大体

似通っているところがあるんですが、１点ご説明ですが(２)の評価基準の２次評価と方向性の評

価という事で先ほどの事務局の個別評価は〇、×という事で達成出来るか達成出来ないかという

ところですが、この基本計画のところはＡ、Ｂ、Ｃ、横棒という形で更に細分化をした形にしてあ

ります。事務局の総合評価もそれに呼応してそれぞれにＡＢＣ個別評価の平均点を総合して付け

ているというところが先ほどの基本計画と異なるところでございます。 

続きまして３ページへ移らせていただきます。令和元年度の消費者教育推進計画実施状況につ

いてご報告をいたします。こちらは４ページ目以降の調査結果をワンペーパーで一覧表にまとめ

たものでございます。表の一番下をご覧ください。計画全体としては３段階評価中、ＡＢＣの評

価中、平均２．１点でしたためＢ評価、ほぼ達成されているという評価でございます。表の左端に

１から５まで書かれた５つの方向性では、５つともすべての項目でＢ評価という事でございます。 

続きまして、４ページをお願いいたします。４ページ以降につきましては施策ごとの詳細な調

査・結果報告となっております。こちらは詳細な資料となっておりますので、時間の関係上全部

は説明できないですのでこのうち３つの項目について説明をさせていただきます。 

まず４ページの３番をご覧いただけますでしょうか。一番左端の分類につきましては「消費者
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教育を受ける機会の増加」でございます。真ん中あたりにある評価基準が「小、中、高、大学校等

の消費生活講座開催回数を１５回以上」としています。こちらの実績が中学校では１２回という

ことでしたので、１次評価２次評価ともにＣ、達成されていない、という評価になりました。 

次に１０ページになります。３７番、こちらは、左端の分類が「消費者教育を受ける機会の増

加」で、真ん中あたりに評価基準が「パンフレットやポスターの配布回数５回以上」となっていま

す。ここでは、地域包括支援センター、介護事業者、学校等へ消費生活啓発冊子や消費生活センタ

ーが発行する情報紙等を５回配布できましたので、目標どおり達成できたということで、１次評

価はＡ、２次評価ではＢといたしました。また、右端の備考欄には、１次評価と２次評価で評価が

相違した場合に、２次評価の理由を記入しております。 

 次に、１８ページにある７４番をご覧ください。左端の分類につきましては、「消費者市民社会

の実現に向けた消費者教育」でございます。評価基準につきましては、「食品の安全性の確保に関

する市民向けフォーラム等を年間４回開催の継続実施をしていくことを目標とする」としていま

す。こちらは、食の安全フォーラムを１回開催しましたが、２回目につきましては新型コロナウ

イルス感染症対策のため中止ということになりました。また、サイエンスカフェについても２回

実施の予定でございましたが、やはり新型コロナの関係で中止になった、ということでございま

す。そのため、１次評価、自己評価はＣでしたが、そういった不可抗力的な部分もございましたの

で、２次評価は「達成度による評価ができないもの」として横棒の評価、評価しないということに

しました。他の施策につきましても同様の仕組みになっております。 

以上が令和元年度消費者教育推進計画の実施状況でございます。委員の皆様からご意見・ご指

摘等を承りたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

 

○武藤洋善会長 各委員の皆様方から内容につきましてご質問、ご意見等あれば挙手にてお願いで

きればと思います。いかがでしょうか。 

  一点私から。４ページ目のナンバー１なんですけれども、先ほど基本計画の報告の中でいただ

いたので一緒に見ていただけると良いんですが、資料１の９ページ目の５４番、基本計画の消費

者教育推進計画は、一部重複するところもありますので、資料１と資料２が重複している内容も

含まれているんですが、この資料１の５４番、これはたぶん資料２の４ページ目のナンバー１と

同じ内容であるものですが、こちらを見ると、「令和元年度の実績が、地域ＩＣＴリーダが講師を

務める講座が１８回開催されました」で資料 1 の達成度Ｄになっておりまして、理由が「当担当

では機材貸し出し回数を基に左記講座の開催を把握しているが、自前機材を持ち込んでの講座や

スマホ・タブレット講座の需要が高まったため」ということでＤという形の評価になっておりま

して、資料２の先ほど４ページ目のナンバー１のところの評価基準が同じになっていて、参考実

績というところで「令和元年度は地域ＩＣＴリーダが講師を務める講座が１８回開催されました。

また云々」という記載があるのですが、質問というか確認なんですけれども、この項目の評価の

仕方その数値基準があって、これをどういうふうに測るのかということについては「ＩＣＴリー

ダが講師を務める講座が１８回開催されました」っていう実績で書いてあって、資料 1 の理由の

ほうは「機材の貸し出し回数をもとに、」とあってただ「自前機材を持ち込んでの講座やスマホ・

タブレット講座の需要が高まったため」と書かれていますが、私自身意味が分からなくて、これ

がどういう事を意味しているのかというということを教えていただければ幸いです。 
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講座を開催した回数が１８回で、ただ評価基準としては３５回だからＤという評価が出ている

んですけれども、理由を見ると、機材の貸し出し回数をもとに講座の開催を把握している部分が

あって、ちょっと意味が分からなかったんですけれども。 

 

○消費生活総合センター所長 定かではないんですけれども、評価のベースが機材の貸し出しをベ

ースにして、機材を使っていなければこれに該当しないということだと思います。 

 

○武藤洋善会長 そうすると実際には講座は１８回以上は開催されているんだけれども、機材の貸

し出し回数としては１８回だから、こういう記載になっているという事ですかね。 

 

○消費生活総合センター所長 と思われます。 

 

○武藤洋善会長 これは講座の開催数というのは、機材の貸し出し回数でないと把握できていない

からというのが素朴な疑問だったんですけれども。講座の開催が例えば５０回とか２５回行われ

ているんだけれども、実際に把握できるのは機材の貸し出し回数しか把握できないというのであ

れば、こういう理由でしょうがないのかなとは思うんですけど、評価基準は講座の開催数で記載

されているので、講座の開催数が何回かっていうのを把握できれば、少なくともこの基準に達し

ているのか達していないのか判断できると思うんですけれども、その点、理由との関係でちょっ

と分からなかったので、確認していただけると幸いです。 

 

○消費生活総合センター所長 承知いたしました。 

 

○武藤洋善会長 他の委員の方々いかがでしょうか。須藤委員お願いいたします。 

 

○須藤喜弘委員 まず、色々と多岐に渡ってご努力いただいていることに感謝申し上げます。資料

２を見させていただきますと、３段階評価というのがあるので、効果があるのか問題があるのか

分かりづらいんですけれど、ほとんどＢになってしまってですね、まあまあいいのかなって感じ

がしてしまい、資料 1 の方もそうなんですけれども資料１は５段階評価なので違いが分かるんで

すが、やはりこの計画は進行管理する上で完璧なものが最初からできるわけではなくて、課題を

見つけてそれを指摘してそれを少しでも直していくと、人とか予算とかありますけど、そういう

ことが重要かと思うんですけど、Ｂを受けると、まあ同じようにやればいいのかなって、簡単に

言うと思ってしまうところもあると思うんですけど、ちなみに、去年、この資料２において、課題

とかそういうのを指摘して、それが１年経ってこう変わったと、そういう課題の指摘を受けて改

善されたというような具体的な例があったら教えていただきたいんですけれども。 

 

○酒井所長補佐 相談支援係です。ちょっと簡単なものでひとつなんですけど、今の資料の７９番

のところです。事業者に向けて過剰包装を注意するような周知をするという項目があるんですけ

れど７９番、１８ページ一番下７９番で、昨年度、３０年度実績０で報告したところ、計画にある

のに０のままっていうのはどうなのっていうのはご指摘いただきましたので、昨年度中にホーム
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ページ上に簡単なものではあるんですが消費者と事業者側への周知のホームページのコンテンツ

を作りました。簡単な例で申し訳ありませんがひとつの例です。 

 

○武藤洋善会長 よろしいでしょうか。他の委員の方いかがでしょうか。中村委員お願いします。 

 

○中村啓子委員 私は今年度から公募委員という事で、今までの皆さん方の積み上げの議論という

のをあまり承知していなくて、横から口を出すような形で申し訳ないと思っているのですが、公

募委員の作文の消費者教育について８００字以内で書いてくださいね、っていう事で課題があっ

て、消費者教育云々という事で文章を書かせてもらって当選したようなものなんですけれど、さ

いたま市の消費者の教育の計画ってどういうのがあるのかな、見たこと、市報でも見たことがな

いなと思ってですね、ライフスタイル、おぎゃーと生まれてから三途の川を渡るまで人生は長い

色々な出来事があるので、そういう節目節目でどういうことが消費者として求められ、あるいは

自立的に考えて対応していかなくてはいけないかということで、何らかの指標というかそういう

ものがあればありがたいなと思ったら、消費者教育推進計画の２０ページと２１ページに一応参

考なんですけどイメージマップというので幼少期から高齢者についてどういった事を知った方が

いいよと書いてあって、自分が知りたいのはちょっと細かすぎるんですけれども、こういうその

ことがその節目節目で教育とか自分が情報を取りに行くというようなことが消費者にとって求め

られてるのかな、あるいは社会が消費者を教育しなくちゃいけないのかなということでやっとわ

かった次第なんです。そういう意味では自分は少し利口になってるような気がするんですけどこ

れは参考資料なんで市の決めた事ではないかもしれないし、細かすぎるんでたぶんもうちょっと

年を取った人が見たら目が回りそうな細かいことなんですが、こういうの、もう少しわかりやす

くしてそれぞれの過程でこういうような技能とか能力が消費者にとって身に着けた方がいいよと

か、あるいは先ほどから言われているように、事故やらなにやらにあったときにはこういうとこ

ろに相談した方がいいよというような消費者に向けての啓発あるいは知ってもらう…パンフレッ

トじゃないですけど市の広報とかですね、なんかにのっけてもらうとありがたいかなと、見たこ

とがないんで私も、だからそういう意味で、見た人はライフスタイルに沿った形でこういうよう

なことが必要なんだなという事がもしかしたら今の状態よりも分かるような気がするので何らか

の形で広めるようなことを考えていっていただければありがたいのかなという…以上です。 

 

○武藤洋善会長 事務局から何かありますか。 

 

○消費生活総合センター所長 貴重なご意見をいただきましたので、これからもっと積極的に市民

により分かりやすい形でご理解いただけるような周知方法を考え、次につなげていきたいと思い

ます。以上です。 

 

○武藤洋善会長 どなたかもう一方くらい…吉田委員お願いいたします。 

 

○吉田江里委員 中村委員さんがおっしゃったように、周知するっていうのはとても大事だと思う

んですが、パンフレットを配ったりだとか、そういうのでは全く周知できないと思うんですね。
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だから例えば学校にこだわるようで本当に申し訳ないんですけど、そういうところに養護の先生

を巻き込んでしまうとか、学校には必ず学校薬剤師がいると思うんですけども、その薬剤師さん

が結構養護の先生と非常に親しくコンタクトを取って色々なことをやっているんですけれども、

消費生活相談員さんもそういった形で学校にアクセスするということで学校の中に相談できる学

校の中の先生で一番生徒が相談しやすいところに、パンフレットを、全員に配るのではなくそこ

に重点的に置いておくのも一つの手かなというようにちょっと思いつきなんですけれども、思っ

た次第です。 

 

○武藤洋善会長 貴重な意見がありましたので、こういった意見をうまく反映できるようにご検討

いただければと思います。続きまして、議題(３)に移りたいと思います。「令和２年度消費者教育

実施状況調査結果について」事務局よりご説明をお願いします。 

 

○消費生活総合センター所長 それでは説明をさせていただきます。消費者教育実施状況調査は、

平成２６年度から開始し、今回で７回目となる調査でございます。平成２４年１２月に消費者教

育推進法が施行され、消費者教育の推進・強化が求められている中で、消費生活総合センターで

は、様々な消費者向けの教育・啓発事業を行ってまいりましたが、消費者教育の範囲は大変広く、

例えば、環境に関すること、食育に関すること、国際理解教育に関することなども広い意味での

消費者教育に該当いたします。この調査は、消費生活センター以外が行っている消費者教育に該

当する教育・啓発活動について、市役所全体を通して調査を行い、実態の把握を行うことを目的

にするものでございます。 

また、本市では、平成２９年３月に消費者教育推進計画を策定いたしました。４月から計画期

間が開始されておりますが計画の内容につきましては、「消費者市民社会の実現」を目的として、

消費者教育を推進していくというものでございます。「消費者市民社会」という言葉は、「消費者

一人ひとりが、個々の特性や多様性をお互いに尊重しながら、自らの消費行動が将来の社会情勢

や地球環境に影響を及ぼすことを自覚して、公正で持続可能な社会の形成に積極的に参画する社

会のこと」とされております。消費者教育がいかに重要なものであるかご理解していただけると

思います。また、こうした幅広い消費者教育を推進していくためには、消費生活総合センターだ

けでなく、市役所全体を通して協力を得ながら進めていくことが必要になります。 

  では資料の方「令和２年度消費者教育実施状況調査結果」をご覧いただきたいと思います。こ

ちらにもいくつか事業が出ておりますが、こちらが今回の調査結果をまとめた一覧表になります。

こちらは組織順に消費者教育の施策をリストアップしたもので、施策名、消費者教育を受ける対

象、施策の詳細・内容等を記載しております。また、施策の中には、消費生活基本計画の具体的施

策に該当するものも多く含まれております。それにつきましては、備考欄にその旨を記載してお

ります。こちらも事業数が多くなっておりますので、この中から３つほどピックアップして説明

させていただきます。 

  まず、２ページの８番をご覧ください。こちらは、「さいたま高齢者大学事業」、通称「さいたま

市シニアユニバーシティ」という施策で、６０歳以上の市民を対象に、令和元年度は大学院６校

で実施され、「医療費節約Ｃａｆｅ」、「消費者詐欺の実例と対策」という講座を実施しています。 

  続いて、１６ページの４４番をご覧ください。こちらは、「さいたま市ごみゼロキャンペーン市



２２ 
 

民清掃活動の実施」という施策でございます。市民全体を対象に、毎年５月３０日、いわゆるごみ

ゼロの日に近い５月の日曜日に市内全域で市民清掃活動を実施し、市民参加による清掃活動を通

じて、環境美化に対する市民意識の向上を図るものです。令和元年度は、８２６団体の方に参加

いただきまして、９７，４３８人の参加がありました。この施策は、基本計画の具体的施策に該当

しています。 

  続いて、２０ページの６８番をご覧ください。こちらは「学習指導要領に基づく消費者教育の

推進」、さいたま市内小中学校の約５３,５００人の児童・生徒を対象に小学５年生においては家

庭科の授業において物や金銭の大切さ、計画的な使い方及び身近な物の選び方や買い方を学習し

ました。さらに中学校においては中学１年生から３年生の技術・家庭の家庭分野の授業で消費者

の基本的な権利と責任、販売方法の特徴、物資・サービスの選択、購入及び活用について、また、

社会科の公民分野の授業では悪徳商法や契約などの消費生活に関する事について学習をしました。

さらに小学校５、６年生や中学校全学年に通じて校外学習や修学旅行の際に計画的なお金の使い

方についても実践をいたしました。こちらも基本計画の具体的施策に該当しております。説明に

ついては以上になります。よろしくお願いいたします。 

 

○武藤洋善会長 消費生活総合センター以外の部署に関する調査のご報告をいただきましたけれど

も、ご報告いただいた内容につきましてご質問等ありますでしょうか。ご意見、感想でも…。特に

無いですかね。今回、調査結果いただきまして、７８ですね、今回の調査していただきまして、か

なりさいたま市の方で色んな視点から消費者教育を実施されておりまして、特に２１ページ目で

すかね、７１番７２番あたり、ですけれども教育委員会所管の「携帯・インターネット安全教室」

ということで、７１番なんか見るとドコモ、ＫＤＤＩ、ＬＩＮＥ株式会社、トレンドマイクロ株式

会社と連携して実施していると。いわゆる通信事業者の方たちと提携をして教育を行っていると。

特に通信分野っていうのは当然事業者の方が詳しいですので、こういった事業者と連携しながら

消費者教育を行っているということに感心しました。引き続き各部署におかれまして消費者教育

を実施していただければと考えております。それでは議題の（３）は以上とさせていただきます。

続いて、議題（４）「令和２年度消費者問題調査結果」につきまして、事務局より説明をお願いし

ます。 

 

○消費生活総合センター所長 では、資料のご説明をさせていただきます。消費者問題調査は、平

成２１年度から開始し、今回で１２回目となります。平成２０年に「さいたま市消費生活基本計

画」を策定し、消費者被害への機動的な対応や消費者被害対策の強化に向けて、主にどういった

消費者問題があるのか、消費生活総合センター以外にどれだけの問題があるのかを把握しきれな

いため、市役所全体を通して調査を行って、実態を把握することを目的に行っている調査でござ

います。 

また、本市を取り巻く社会経済情勢に応じた消費者施策の策定及び実施につきまして、関係部

局が横断的に協議をいたしまして、本市における消費者行政の適格な推進を図るため、今後、消

費者トラブルを発生させる恐れのある事業を把握し、未然に防ぐ対策を検討することも目的とな

っております。 

調査結果の回答を見てみると、市職員などを装い、個人情報や口座情報をだまし取ろうとした
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り、物を売りつけたりといったものが目立ちます。これは、「なりすまし」の典型的な手法でござ

います。さらに、新たな手法として統計調査を装い、行政機関が行う調査であるかのような紛ら

わしい表示や説明を行い、世帯などから個人情報などを不正に詐取する「かたり調査」というも

のがございます。 

また、「必ず元が取れるから」とか「支払った分が戻ってくる」などと言って売りつける「訪問

販売」の手口も挙げられております。法令で義務付けられていると言って消火器や住宅用火災報

知器の点検や販売を行うなど、消費者の不安を煽る手口も続いて起こっているものでございます。 

また、高齢者を主に狙ったいわゆる還付金詐欺や振り込め詐欺も相変わらず多くなっておりま

す。このように、高齢者や障がい者といった社会的弱者を狙った詐欺的な被害の相談も多く寄せ

られているもので、庁内での連携がさらに重要になってくるものと考えております。 

さらに、ホームページでの周知も大切ではありますが、３番の自治会役員を装い金銭を騙し取

る行為や６番の市の職員を装い、還付金などを騙し取る行為などについては、地域では高齢者が

多いため、市報、回覧板や町内会の地域コミュニティで周知するなど、ホームページ以外での周

知方法も行ってまいります。 

今回いただいた新たな回答につきましては、マイナポイント事業の開始に伴う消費者トラブル

につきまして、事業に便乗して市職員などの行政機関の職員を名乗り「ポイントを受け取るため

の手続きに必要」などと言って、口座番号などを聞き出したり、ＡＴＭを操作させたりして金銭

を詐取するケースなどの注意喚起がございました。 

さいたま市の消費者問題の実態を踏まえた上で、このような課題を見つけ、重点となる分野や

強化が必要な分野を明らかにしていき、これを継続して活用していくという作業が今後も必要と

なりますが、この調査結果はそのための基礎資料になっていくものと考えております。 

最後になりますが、消費者問題については、急速に進む情報化や高齢化社会の進行など、社会

情勢の変化に応じて従来とは異なる様々なものが生じてくると考えられております。今後につき

ましても、毎年調査を実施していきたいと考えております。説明は以上でございます。 

 

○武藤洋善会長 事務局より令和２年度消費者問題調査結果のご報告をいただきましたが、内容に

つきまして、何かご質問等はありますでしょうか。小川委員お願いします。 

 

○小川ゆり委員 ８月３１日で１０万円の給付の申請が終わるんですけども、さいたま市のホーム

ページで外国人の方の分はどうかなと思いましたら、英語とか中国語とかのホームページで色々

説明はあるけれども、申請書の書き方が英語で書いてあったりするのがでてきたりするんですが、

それは日本語で説明してあるページから行くとそこの添付ファイルが開くけれども、英語で書い

てあったり中国語で書いてあるページから行くと、添付ファイル、もともと最初のページに添付

ファイルが開かないものがありますと書いてあって、開かないんですよね。電話の問い合わせは

みんなジャパニーズオンリーと書いてあるし、消費者の質問の方で日本語がたどたどしい方から

とかの質問とかご相談というのは今どうなっているのかなあと思っているんですけれどもいかが

でしょうか。 

 

○酒井所長補佐 今の時点で相談員に来る電話で本当に日本語全くダメでその人オンリーでってい
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う電話が実際は無いですね。ただ今後もうちょっと詰めようと思ってるんですけど、相談員さん

は色んな多言語しゃべれるわけではもちろんないので、そういった申し込みがあった時に観光国

際課というところを通すといろいろな多言語のボランティアを派遣する事業をさいたま市の方で

やっておりますので、そういったところと調整をして予約をして直接来所で通訳を介しながら、

ということができるんではないかと考えています。現実問題として電話でやり取りができないほ

ど日本語がダメな方からの電話がないので、ただうちのセンターを知らないだけなのかちょっと

そこは把握できないんですが、実際全然何言ってるかわからないよという例があったことは見て

てもないのが事実です。 

 

○武藤洋善会長 外国人の方でも日本語をなかなかうまく使えない方でも、今おっしゃったように

通訳の方をうまく用意していただいてアクセスできるような受け皿づくりも大事だと思いますの

でよろしくお願いいたします。ほか、いかがでしょうか。須藤委員お願いします。 

 

○須藤喜弘委員 １３の経済局の関係と１８の水道局の関係が載っておりますけれども、私もちょ

っと勉強不足のところがあるので教えてもらいたいのですが、コロナ禍において今後こういうト

ラブル等の発生が予想されるところなんですけれども、さいたま市として何かコロナ禍に対して

対策なり啓発なり教育なりそういった手を打てるような施策は考えているのでしょうか。 

 

○消費生活総合センター所長 新型コロナの関係ですね。全国からいろんな情報、それから事例が

届いておりますのでそういったことをホームページに載せたり色々な所で情報提供したり、今消

費生活総合センターとしてはそういったまずできるところからやっていこうと思っています。 

 

○武藤洋善会長 では他に、いかがですか。よろしいですかね。来年度以降もマイナポイントとか

コロナウイルスですとか大体消費者問題というのはその時の流行りに便乗するような形で、流行

りの物にのっかってやるというのが多いので、そういったところはアンテナはりながらやってい

ただければと思います。では議題（５）に入ります。「第３期消費生活基本計画のスケジュールに

ついて」事務局より説明をお願いします。 

 

○川上所長補佐 お手元に、「第３期さいたま市消費生活基本計画策定に向けた経緯及び今後の想定

スケジュール」という資料が配布されていると思うんですけども、今現在使っている第２期消費

生活基本計画と消費者教育推進計画が今年度の末で期間満了を迎えます。それに伴って皆様の前

で第７期の審議会委員の皆様に色々審議、貴重なご意見をいただきまして、現在第３期さいたま

市消費生活基本計画について策定しているところでございます。令和３年の４月から施行を目指

しております。第７期の審議会の皆様にご審議いただいた答申というものを７月２９日に市長へ

行っていただきました。現在そのいただいた答申を基に消費生活基本計画素案というものを作成

しております。スケジュールにつきましてはお手元にあるスケジュールのように進めていく予定

でございます。１１月から１２月にかけて約１ヵ月間パブリックコメントを実施しまして、市民

の皆様の御意見をいただいた後に最終的な計画案を作成して、令和３年４月に施行予定になって

おります。なお、こちらのスケジュールの内容は本日現在のものでございますので、今後、日程、
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内容が変更となることがございますので、あらかじめご了承ください。以上でございます。 

 

○武藤洋善会長 事務局から第３期消費生活基本計画のスケジュールについて説明をいただきまし

たが、これについて何かご質問等はありますでしょうか。よろしいですかね。ではそうしました

ら、議題（６）「その他」ですけれども、みなさまから何かありますか。よろしいでしょうか。事

務局から２点ほどご報告があるようですので、お願いいたします。 

 

○小林主査 令和２年度さいたま市消費者行政の概要がまとまりましたので、この場を借りて簡単

に紹介させていただきます。 

目次をご覧ください。冊子の構成としまして、大項目の１としてセンターの概要を説明したう

えで、大項目２で令和元年度の事業実績を報告させていただいております。最後に大項目３に資

料として条例の条文やこちらの審議会の名簿、消費生活講座の一覧などを掲載しています。９ペ

ージをご覧ください。中央に令和元年度消費生活相談の傾向として四角で囲んでありますが、こ

ちらが令和元年度のさいたま市の相談傾向を大まかにまとめたものとなっております。令和元年

度は７０歳以上の高齢者の相談が年代別相談で最も多く、高齢者の相談の割合が増加しておりま

す。相談内容件数のトップは商品一般で、はがきやメールによる架空請求の相談のほか、中身が

分からない商品の送り付けなどの相談が多くなっております。次に有料サイト利用料の架空、不

当請求を中心とするデジタルコンテンツに関する相談も増えております。インターネット通販で

お試しで購入したつもりが、定期購入が条件になっていた、というようなトラブルの相談が増加

しております。 

１０ページですが図１をご覧ください。相談件数は１０，８２３件で平成３０年度から８０件

増加しております。表２ですが、相談方法別の件数を表したものですが、電話による相談が中心

になっております。表３ですが、相談区分別の件数を表しておりますが、ほとんどは苦情になっ

ております。 

１１ページ、表４、契約当事者年代別の件数ですが、７０歳以上が最も多くなっております。表

５、契約当事者職業別件数では、給与生活者の割合が最も多く、次に無職が続いています。無職と

家事従業者の割合が高くなっており、この２つの表から高齢者の相談が多いことがうかがえます。 

１８ページから２０ページにかけては、高齢者に関する相談についてまとめたものになってお

ります。 

最後に１７ページをご覧いただいて、表１１は全体の処理内容別件数推移を示しています。自

主交渉によりトラブルが解決できるよう、相談者にアドバイスする助言、自主交渉が最も多く、

相談全体の７割を占めております。また相談者と事業者との交渉力などの差から、センターが相

談者と事業者の間に入ってトラブルの解決を図る斡旋については、解決、不調を合わせて６．９％

となっています。また、その他情報提供は消費者と事業者とのトラブル以外の相談なども含んで

おり、消費生活センターが幅広い分野で相談窓口となっていると言えます。このほかこちらの令

和２年度さいたま市消費者行政の概要は、消費者教育啓発の実績や消費生活審議会の審議内容、

立ち入り検査の結果など、昨年度のさいたま市消費生活総合センターの活動をまとめて示してお

りますのでぜひご参照ください。以上で説明を終わらせていただきます。 
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○松本主査 さいたま市消費生活センターの松本と申します。当センターからお知らせとなります。

お手元にあります水色のＡ４判のチラシをご覧ください。こちらは当センターにおいて９月２１

日敬老の日の前に高齢者の消費者被害の救済と未然防止、トラブル対応に関する情報提供などを

目的に、関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共同キャンペーンの一環として、高齢者被害特別

相談を実施するものでございます。期間につきましては９月１６日水曜日から１８日金曜日まで

の３日間実施してまいります。このチラシにつきましては、さいたま市市報やホームページなど

に掲載しておりまして、市内公共施設をはじめ、市内の地域包括支援センター、在宅介護支援セ

ンター及び障がい者関係施設などに周知を図ってございます。以上で説明を終わらせていただき

ます。 

 

○武藤洋善会長 他に何かございますか。なければ議事を終了しまして、進行を事務局の方にお返

ししたいと思います。 

 

○川上所長補佐 ありがとうございました。最後に、事務局よりご連絡がございます。まず、議事録

への署名についてですが、武藤会長、須藤さんと川端さんは、事務局で議事録を作成しましたら、

ファックスもしくは郵送でお送りいたしますので、それの内容を確認、もしくは訂正がありまし

たら訂正していただきまして、事務局までお送りいただきましてから、それに基づき清書したも

のに署名をお願いしたいと存じますので、よろしくお願いします。次回審議会の開催についてで

すが、開催日等については、また改めてご連絡させていただきます。よろしくお願いいたします。 

これをもちまして、８期第１回消費生活審議会を閉会とさせていただきます。８期といたしま

しては初めての審議会になりますが、委員のみなさま、２年間よろしくお願いいたします。本日

は誠にありがとうございました。  

 

散会(１６時２０分) 


